


佐賀市バイオマス産業都市構想について 

１、概 要 

 ①佐賀市は、都市構想を平成２６年７月に策定し、環境の保全と経済的な発展が両立

するまち「バイオマスさが」の実現を目指し、将来像を廃棄物であったものがエネ

ルギーや資源として、価値を生み出しながら循環するまちを目指しており、平成２

６年１１月バイオマス産業都市構想に認定された。（福岡県みやま市と佐伯市とと

もに認定) 

 ②バイオマス産業都市とは地域の存在するバイオマスを原料として、収集・運搬、製

造、利用まで経済性が確保された一貫システムにより、地域のバイオマスを活用し

た産業創出と地域循環型のエネルギーの境界により、地域の特色を活かしたバイオ

マス産業を軸とした、環境にやさしく災害に強いまちづくりを目指すものである。 

 ③下水浄化センター施設は、①汚泥の活用として、下水汚泥堆肥事業でＹＭ菌による

超高温好気性発酵システムにより汚泥利用し、脱水汚泥を施設内運搬、堆肥化施設

(指定管理者(株)Ｓ＆Ｋ佐賀)で堆肥化し、農地に還元（１０ｋｇ２０円)、②処理水

の活用は、下水処理水を利用するため、消毒設備で浄化された上澄水を消毒、処理

水を農業利用、③下水処理水の利用として、窒素濃度を調整して放流することでノ

リ養殖に寄与、④有機分解の消化ガス(メタンガス等)としての活用、などを行って

いる。 

 ④バイオガスマイクロコージェネレーションの取り組みは、バイオマス(消化ガスー

家庭排水などの下水道)を燃料による発電とその排熱を利用した給湯を同時に行う

システムで、総合効率約８０～８５％を誇る高効率ガス機器、生汚泥と余剰汚泥を

消化層に蓄え、発生消化ガスを脱硫塔で有毒な硫化水素を取り除いてガスホルダー

へ送るもので、電力自家消費を実現している(平成２３年度２５ｋＷ✕１６台設置・

令和４年度２５ｋＷ✕８台設置)。 

 ⑤清掃工場の二酸化炭素分離回収事業として①焼却発電による電力の活用（売電）、②

二酸化炭素の活用、農業用ハウスでの農業作物育成の利用、微細藻類の培養、③二

酸化炭素利用業者への提供、④焼却熱の活用、温浴プールなど、を行っている。 

 

２、所 感 

 ①佐賀市の取組は、地域の下水道汚泥や事業所残渣などのバイオマスを原 料とし

て、収集と運搬、製造と利用まで経済性を考慮する一貫したシステムで、その過

程の副産物である汚泥と下水処理水及び消化ガス、そしてＣＯ２の回収等を有効

に活用する、ゼロカーボンニュートラルを目指した環境に配慮した取り組みであ

り、浜田市におけるこれからの公共下水道施設の在り方について参考としたい先

進例である。 

 ②浜田市の状況を調査し政策化する必要があり、排水処理（コミプラ、農集など）

の汚泥、残渣などの肥料化、処理水の農地散布、販売など有効利用について浜田



市の状況やその計画はどうか。 

 ③産業廃棄物処理、合併処理浄化槽の汚泥、残渣などの処理、終末処理はどうなっ

ているのか、状況を調査する必要があり、循環型の体系を構築する。 

 ④浜田市の排水処理量、処理人口（世帯数）の内訳、コミプラ、農集、漁集、合併

処理浄化槽、汲み取り、自家処理、などを掌握するとともに、下水道処理計画の

概要（計画年度、処理人口、汚泥・残渣などの処理、下水バイオマス資源活用、

処理場での発電）について、先進例との比較検討により、政策化する必要がある。 

 

五島市ゼロカーボンシティ―について 

１、発電事業の概要 

①五島市では、平成２２年から環境省実証事業として１００ｋＷ小規模試験機設置

などを開始し、２８年日本初の実用化、浮体式洋上風力発電所を稼働、令和３年

には事業者の選定、６年には本格的な運転開始（１０基程度）の予定としている。 

②平成３０年には環境省・経済産業省連携の潮流発電技術実用化推進事業の 実証

事業を開始し、令和３年５００ｋＷ発電機を設置し、６年には１,０００ｋＷ発電

機を設置する計画としている。 

③平成２６年には、産・官・学・民など２９団体組織による、五島市再生可能エネル

ギー推進協議会を設立し、浮体式洋上風力発電実用化部会、再生可能エネルギー

産業育成研究会などを設置している。 

④平成年上記「産業育成研究会」が発起人となり、五島市民電力㈱を設立し、市関連

施設へ五島産再エネ１００％、ＣО２ゼロの電力を供給することでゼロカーボン

シティ実現に貢献するとし、福江商工会議所は五島版ＲＥ１００（＝事業活動に

おいて電力を全て再生可能エネルギーで賄うことを目的とする取り組み）として

認定する制度を設けている。 

⑤五島市民電力は社会貢献事業として、返礼品、椿再生、太陽光発電屋根貸出し、ス

マートハウス実証（電気自動車普及）、エコバッグ普及、町内会活動支援、学校教

育活動支援などのプロジェクト、社会貢献事業を行っている。 

⑥五島市への視察は、平成２４年度４０団体３７８名が、令和４年度１３８団体１,

２８５名となっており、再生エネルギー創出、ゼロカーボンシティ計画などへの

関心の高さが伺える。 

 

２、ゼロカーボンシティ計画 

①五島市長は、令和２年「２０５０年カーボンニュートラル・全国フォーラム」に出

席し、浮体式洋上風力発電の導入など、２０５０年までに二酸化炭素排出実質ゼ

ロ「ゼロカーボンシティ宣言」を表明し、５年９月には「五島市ゼロカーボンシテ

ィ計画」を公表した。 

②五島市の再生可能エネルギー導入実績は、浮体式洋上風力発電２,０００ｋＷ１基、



大型陸上風力発電２５,２００ｋＷ１１基、小型陸上風力発電３５２ｋＷ１８基、

太陽光発電（家庭用含む）５２,５１２ｋＷ１,６０５基、水力発電３２０ｋＷ１基、

電気自動車１４４台、超小型モビリティー３台、ＥＶバイク（原付）４台などで、

令和２年度市の再生可能エネルギー電力自給率（推計値）（再エネ発電量／線市内

消費電力≒）は５６・３％であり、平成２３年度の１１・６％から伸びている。 

②五島市のゼロカーボンシティ計画では、ＣＯ２排出力量は平成２５年３０ ５千

ｔが、令和元年２３６千ｔとなり、令和３２年１３４千ｔまでの削減にとどまる

ところを、追加対策を講じることで、令和１２年２２９千ｔのところを１５２千

ｔ５０％削減に、２２年１７８千ｔのところを９１千ｔ７０％削減に、３２年１

３４千ｔのところを２千ｔ１００％に削減する計画を掲げている。 

③上記計画のうち令和１２年度までに、省エネ家電への置き換え、節電、廃棄物減

量化、ＰＰＡ（第三者モデル太陽光発電の導入）、オール電化の推進、業務用ヒー

トポンプの導入など１１項目を推進し、５３千ｔを削減するとしている。 

④脱炭素先行地域のメリットとして、脱炭素先行地域づくり事業の上限５０億円（原

則２／３交付）、重点対策加速化事業の都道府県２０億円、市区町村１５億円（１

／２～１／３、定額）などの補助制度がある。 

 

３、漁業関係者との調整・合意形成 

①管内には３漁協があり、市として漁業実態調査を行い、風車設置候補海域の検討、

漁業関係者への説明などを行い合意形成につなげた。 

②洋上風力発電事業に伴う漁業者との調整・合意形成は、漁業振興基金を設け漁業

振興策、漁船保険料補助などを実施することで管内３漁協との海域利用の同意書

を取得した。基金に対しては事業者の五島フローティングウインドファーム(合)か

らの寄附を受け入れている。 

③漁業との共生は、集魚効果として、海中写真では７０ｍ超の巨木のような風車の

支柱に群れる魚が写し出されていた。 

④漁協組合長は「洋上風車発電は五島の水産業を必ずよくしてくれると信じるから

こそ、漁協の理事の立場から海洋エネルギーの導入促進を推進する」と述べてい

る。 

 

４、今後の取り組みその他 

①浮体式洋上風力発電事業の今後の取り組みは、ウインドファーム事業への支援、

漁業への影響の検証と分析、潮流発電事業は、実証事業の支援、実用化・商用化に

向けた支援、ゼロカーボンシティ計画は、重点推進プロジェクトの推進、事業化

に伴う国庫補助の獲得、広報啓発活動は、市民や事業者への地球温暖化防止対策

への取組の協力依頼、環境学習会、シンポジウムの開催などがある。 

②長崎大学は令和２年に長崎海洋アカデミーを設置し、海洋エネルギー開発の専門

人材育成アカデミーとして、浮体式洋上風車の視察、洋上風力発電と共生する漁



業者や企業との懇談会を実施するなど、基礎・専門・連携・現地など１１のコース

を設け学術的な支援をしている。さらに令和３年～８年にかけ洋上風力発電業界

で必要とされる国内外基準訓練コースを開講する予定である。 

 

 ５、所 感 

  ①五島市は令和２年度再生可能エネルギー導入では、浮体式洋上風力発電、大型陸

上風力発電、小型陸上風力発電、太陽光発電（家庭用含む）、水力発電、電気自動

車、超小型モビリティー、ＥＶバイク（原付）などを進め、再生可能エネルギー

電力自給率（推計値）は５６・３％である。浜田市の状況を調査し、必要な政策

化を進める必要がある。 

②五島市のゼロカーボンシティ計画では、ＣＯ２排出力量は令和元年２３６千ｔと

なり、これに追加対策を講じることで、令和１２年５０％削減、２２年７０％削

減、３２年１００％削減する計画を掲げており、これらと比較し浜田市のＣＯ２

削減計画を検証する必要がある。 

③五島市は令和１２年度までに、省エネ家電への置き換え、節電、廃棄物減量化、Ｐ

ＰＡ（第三者モデル太陽光発電の導入）、オール電化の推進、業務用ヒートポンプ

の導入などを推進するとしているが、浜田市の計画の確認と必要な政策化を進め

る必要がある。 

―以上― 

 


